



経済研究所 / Institute of Developing










































































1896年9月 杭：／.！＇［， 1897年 3月 蘇ぅIH
1898年7月 漢口， 1898年8月 沙rti
1898年計月 天津， 1899年4月 福+Ii







































































士宮 l表 19201' iにまでの在iド回日本人推ft
代人 r1 数 うち点三宮
1907年 1 45,687 29‘408 
1914午 i' 92,291 66,660 
1924年， 224,753 179,484 























1906午一 泣；＊新＂i'ff大連J，出J天日報（qi !Jij 口:g＇奉天）



















































なれば，一つの新聞が用立されたL 、という re~ ：； 1a 







年 4月三Ii:机公布の「版紙条例j(1915(1: 7 n t.1；：止〉，
1914年12月グ〉「t!＇，収法j〔1926:;1 )J He止〉司 1912"-f
12日IS日公布の「戎眠法！ 0 •• 弔問政権はこれを乱用
したと 7、うへたどえ；t 1919年5月北京では『j官
昨報J，「 5・7雑話J，「救同盟'JI］ょが発行禁止に



















































~高 2 万部Ut8 J0 
『天注目々がrflLl 1901年～？ 0 
1972120031.TIF


























535 453 3,5051 1,8351 1,670 




























(/IJ 'i) (1）『北京週報」 大正ll＇：汁. 110日。
「支那各地在留本i：；人総業tL1、 （［＂第2回支那
ペー鑑』〕3












































・・＇一寸ず、r占 ・; I 
安藤万
峯村新一郎他5ぞii可i品1rt1:>e土藤原鎌兄。i：幹I I、





































（注 1) 『第3回支那年鑑』 35ベージ。この数字は
戸数の数字である。 1戸で 1人の顧問がし、ると考えた。






















字紙の回顧」 er向日本』 昭和14＇＞ト 7月15日 2ペー
ジ〉をもとに，未亡人った氏が記載したもの。
（注11）中下正治前掲論文。
（注12) 飯山1(、ド「北京週桜ご !i[(l支持報」〔『，；＿） ，ン
γ 一ナノレ』 1972；ド4月218）。
〔注13) r~ヒ（＼広報』 大正14・15件年 1月 1i I -, , 
広告。
（注14) 熊島進 談「支那の新聞と其前途」（「4ヒぷ


























































































































































































































































































































































































｛を 3＇＼当；土長くは掲裁に＇； i 1な；う且つ主lj, などがあり，
（月刊誌）の出















































































































































































































































































































































































































うとしfこ， ,oi；う 二れにたいしヲ f主1Jj{f土北京にい
る日本人；il.'1i-rと i町哉し，手lj日~（ ~＇）鉄道官。；fl案反対決
議を主とめ t，，；寸.• ／：二（ 7出りつ J 結局『欧米外交問；t'.'i
初の案？をひ.・，二 1,'l.~··るをえなく fし ＇！こっ こj工；土一一
つの伊lにすきtc＇.、け藤原の行 fJ, にはこの寸e
「j:iこ九られ Jこ汚え i；·－ ~t して L 、／ニο











)I. ／二円でふらご中｜耳恒ljは政府が19ゴ：i午：＼ Ji, 上I；本
政府に三L、L, 1 力主要求にjιyく， 「日支条約j
の廃棄を要Jにした。 M1大地区<J.＞凶JU｝室長IJがれこfιわ


































fこO 1lUkにつ＼、ても， Hオ4が位it；往したとは J バ〉と






-s－” c: (/> ,,i 0 
もう 1h, tjJ［司の内政；にピ：，L、ご，そのi司民の 1
人で、あるかじ）占［！く錯覚で，忠告をしばしげしてい
る。今日の~準tいらすればこれは大きな内政干渉














洋地［三；二点） -Jて、；析し＇. ，・革命の法主：幸flじんJL たの





















































































































































































•.•• 」と L、う格調高L、丈辛で， 中田民衆iこ支J長を











































































































































政fj立った 1← 405 
沖戸大学〔六甲図〕 10-413
北大（国） 139-413 (141-144, 2,10，ゴ44,
'.W), 250，括弧1J1は欠号以下同じ〕
東北大（［弓） 95-178 
点大（法図） 190 413 
技 大 ([XI〕175-389〔186-187, 230，三日比
313, 376-377, 381-38,t, 386, 388] 
'1＇－大（図） 1-328〔29,3:l-35, 39 40、50,
5¥J, GS, 112, 142, 227, 229, 2:31, 231-236、

















































句－ f－ 凡』 1972年6月30日〕。
れは4) 藤原った氏立話。
(;115) Ir北京jl;!報』昭和2；ド7JJ31R 32ページ。
(;116〕 飯倉r.i平「北京週刊iとIJl).]Lj YfU C『朝日ジ
ャーナノレJ 1972年4月21日〉。
（注17〕 『北京週報』昭和2年2月27日 26ページ。
〈注18） 同 上 昭 和2年6月26日 lベージ。
〈注19) 同上。
( it 20) f北京週報』 昭和：i斗－ lJ]TcLl，広告。









( d27) 「森林都会建設J （『山 I本』） 1937年8月
25 l）。
(U:28）藤原鎌兄前掲書 21 23ベ ジ。
(/L29) 無漁生「反タゴール運 •1,lr;[r: る J （『北京週報』







（ふ:132) 輿道jを主人「孫中山氏ケコ究を判；!_r J （河
153 1925年3月15日〉 15ページ。








（注36) 古1！止均「大陸作以」 u－司 320-1428;[ 10月
7日） '.:8、ンo
















（‘!38〕「箆 Ile'>,;y~ （詞 413 1930年9月28は）。
（注39) 同上 331-1929年 1月1日 33ページ。
〔注40) 『中国現代出版史料乙繍』 126-12泡ベージ。
(iHl) 文同行大乍学術局編『学術雑誌総合目奴
人文科学和文章Ii 1CJ59年度盟主』でお任。東洋文庫三 Ji;:
応った所蔵はよれにかぎらず。
（調査研究部〉
アジア経済研究所刊行
本誌は第1次，第 2ciz 5カ年五十罰則の経済成長および成
長決定要因の吟味を基縫として， 1981＞ドまでの中国経済
を予測し，さらにそれを背景として日本経済と長期的に
どのような関係にたっかを考察している。
本書は，大戦以降笠場した経済開発論の系統的整理を試
みたのち，アジア諸国の経済開発にとって重要な貿易，
投資資金の調達，および労働の 3Jft §について，言［量的
手i'-H：よる実託研究がぶみられている。
何が［業化を遅らせているのか？その阻害要因はフィリ
ピンに個有のものか，アジア一般に共通するものか P工
業化りどの部門から始めるべきか？こういった問題意識
の下にこの国の産業・経済問題の調査に取組んだ成果。
60t十代後半から変化とみに著しい干寄港の経済・産業環境
中で上部構造と下部構造の変化，中でも交通・運輸に，
その検討を集約し，必要性惹起の理由，その展開，展開
上で生ずる問題点，そして今後の民望を行なう．
アジア経済出版会発売
